
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

はじめに  

 

本県では、平成１３年度に「ふくしま情報化推進計画」を策定して以降、３

期１０年にわたり情報化推進に取り組んできましたが、その間、少子高齢化の

進行と人口減少時代の到来、地方分権の進展、国・地方を通じた財政状況の深

刻化、経済のグローバル化の一層の進展など、本県を取り巻く社会経済情勢は

大きく変化しました。  

特に、情報通信分野においては、情報通信技術（ＩＣＴ）の日常生活への普

及・浸透が急速に進み、ブロードバンドインターネットサービス、携帯電話や

その他のモバイル機器によるインターネット接続等、高速通信サービスの提供

が急速に拡大することにより、電子メール、ホームページ、電子商取引等が企

業や個人に広く利用されるようになりました。  

また、幅広い層へのインターネット普及を背景に、ＩＣＴを活用した新たな

サービスが次々と登場し、ＩＣＴによって大きな社会的活力が生まれ、経済面

や生活面においてもさまざまな変革が起きています。  

災害時においても、情報通信の果たすべき役割は大きいといえます。このた

びの東日本大震災においては、通信インフラに対する被害が甚大であったため、

発災直後は、情報伝達の空白地域が広範囲で発生しましたが、事業者により、

これを最小化しようとする取組みが即座に行われました。  

また、今回の震災においては、被害が広域的かつ甚大であったこともあり、

マスメディアでは網羅しきれない、きめ細やかな情報を送ることが可能なソー

シャルメディアなどインターネットを使った新たなメディアも用いられ、発災

直後からさまざまな情報発信が行われるとともに、これらを後方から支援する

ボランティアによる取組みも行われました。  

本計画は、社会経済情勢の大きな変化と東日本大震災で得られた教訓や知見

を踏まえ、今後の４年間、本県が直面するさまざまな課題を解決する道具とし

てＩＣＴを利活用していくための、新たな情報化推進に関する指針として策定

するものです。  

 

平成２４年 月      福島県企画調整部長 野崎 洋一  


